
Ⅰ　平成２８年度コントラクター組織の概要

◆年度別コントラクター組織数

○各市町村に調査を実施した結果、平成２９年３月末現在のコントラクター数は前年より６減の３２４組織となっている。

◆総合振興局・振興局別コントラクター組織数（耕種・畜産の区分：回答組織数２７９）

◆組織形態別コントラクター組織数（回答組織数２７９）
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○組織形態別では、営農集団が９８組織と最も多く、次いで、株式会社（５７組織）、特例有限会社（５４組織）が多い。この３つで全体の７４．９％を占めている。
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コントラクター実態調査結果（平成２８年度）
平成３０年６月　　

農政部農業経営局農業経営課

年　度
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○地域別では、上川が７２組織と最も多く、次いで空知（６３組織）、根室（５２組織）となっており、この３地域で全道の組織数の５７．７％を占めている。
○耕種（耕種専業のほか飼料作物作業との複合を含む）と、畜産（飼料作物作業単独）で区分すると、宗谷、釧路、根室では全ての組織が畜産となっている。
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○調査対象年度 平成２８年度

○平成２９年３月末のコントラクター数は、前年度より６減の３２４組織。

〈調査対象としている組織の範囲〉

農作業機械と労働力を有して、農家から農作業を請け負うすべての組織。ただし、①～③の場合を除く。

（①他の組織や会社等に受託作業をすべて再委託 ②機械利用組合等で、構成員間のみで農作業を請負 ③家畜の飼養管理（搾乳など）を行う酪農ヘルパー利用組合）

○地域別では、上川（７２組織）が最も多く、次いで空知（６３組織）と根室（５２組織）が続き、この３地域で道内の半数以上を占める。

○３２４組織のうち２７９組織から回答があり、回答があったもののうち、組織形態別では、営農集団等が９８組織と最も多く、次いで、株式会社（５７組織）、

特例有限会社（５４組織）が多い。

○職員総数２，７０７人のうち、７割強（１，９６９人）がオペレーター部門。

○受託農作業では、「刈り取り・収穫・運搬」（１０６組織）、「播種・移植」（７６組織）、「栽培管理（防除、除草）」（６２組織）の作業を行う組織が多い。

○作物別では、水稲（８０組織）、麦類（７８組織）、豆類（７７組織）、そば（４６組織）、に係る作業を行う組織が多い。

○コントラクター事業の収支状況については、「収益あり」が３１．６％（７７組織）、「均衡している」が６１．５％（１５０組織）を占める。また、全体の４３．９％（１０７組織）が

補助金を受けている。

○市町村アンケートでは、１５１市町村（８８．３％）がコントラクター組織が必要であると回答。また、市町村のコントラクターに対して実施している支援策については、農作業

機械導入・更新に係る助成を掲げる市町村が３５あり、農業者への周知・調整を掲げる市町村が３１ある。
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◆職員数（回答組織数２７６）

◆受託農家戸数（回答組織数１５８）

◆受託実面積（回答組織数１６２）
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Ⅱ　平成２８年度コントラクター事業の実態
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○職員総数２，７０７人のうち、オペレーター部門が１，９６９人と、全体の７２．７％を占めている。
   管理部門については（４１７人／２，７０７人=１５．４％）、作業補助部門は（３２１人／２，７０７人=１１．９％）とどちらも構成割合は小さい。
○非農家の割合は、管理部門（１２６人／４１７人＝３０．２％）とオペレーター部門（６２０人／１，９６９人＝３１．５％）に比べて、作業補助部門では（１５８人／３２１人＝４９．２％）と高くなっている。
○常勤、非常勤の区分では、管理部門では常勤（３１１人／４１７人＝７４．６％）が多いのに対し、オペレーター部門では非常勤（１，１１０人／１，９６９人=５６．４％）、作業補助部門では非常勤
　（２２７人／３２１人=７０．７％）と非常勤の割合が多くなっている。
○組織形態別に見ると、特に株式会社では常勤（４３７人／６８３人=６４．０％）が多いが、営農集団では非常勤（５４２人／７８４人=６９．１％）が多い。
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○平成２８年度に受託した実面積では、５０ｈａ未満が５６組織（３４．６％）、５０ｈａ～９９ｈａが３３組織（２０．４％）と、１００ｈａ未満の受託が全体の過半数となっている。一方、５００ｈａ以上受託
　した組織も１６組織（９．９％）あった。
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○平成２８年度に受託した農家戸数では、１０戸～２９戸が５７組織（３６．１％）と最も多く、次いで１０戸未満が４６組織（２９．１％）となっており、３０戸未満が全体の６５．２％を占めている。一方、
　１００戸以上受託した組織も１４組織（８．９％）あった。
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◆受託農作業の内容（回答組織数１７８）

◆作物別農作業内訳（回答組織数１７８）

○受託農作業の作物別では、「水稲」に係る作業を行っている組織が８０組織（４４．９％）と最も多く、次いで「麦類」が７８組織（４３．８％）、「豆類」が７７組織（４３．３％）の順となっている。
○作物別、受託農作業別でみると、「豆類」の収穫等作業が６４組織（３６．０％）と最も多く、次いで「麦類」の収穫等作業が５３組織（２９．８％）、「水稲」の栽培期間作業が５２組織（２９．２％）
　の順となっている。
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○受託農作業の内容では、回答した１７８組織のうち１１１組織（６２．４％）が収穫等作業を、１０１組織（５６．７％）が栽培期間作業を、８３組織（４６．６％）が栽培前（収穫後）作業を行っている。
○受託農作業を詳細にみると、「刈り取り・収穫・運搬」を行っている組織が１０６組織（５９．６％）と最も多く、次いで「播種・移植」が７６組織（４２．７％）、「栽培管理（防除、除草）」が６２組織
　（３４．８％）の順となっている。
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◆コントラクター事業の収支状況（回答組織数２４４）

◆市町村におけるコントラクター組織の育成・運営についてのアンケート調査結果

１．コントラクターの必要性について

（１）市町村の農業の維持・発展に向けて、労働負担の軽減を図るコントラクターは必要だと考えるか（１７１市町村回答）

○地域における農作業受委託のニーズについては、１５１市町村８８．３％が、「必要ある」と回答している。

（２）市町村における、コントラクターなど農業者の営農を支援する組織の状況（１７１市町村回答）

○農業者の営農を支援する組織の状況は、９６市町村（５６．１％）が、「十分整っている」または「十分とは言えないが、ある程度は整っている」と回答している。

17

補助金あり

107

43.9%
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○コントラクター組織のうち、コントラクター事業において「収益あり」もしくは「均衡している」としているのは２２７組織で、回答数２４４組織に対して９３．０％を占めている。
○「補助金あり」の組織は１０７組織で、全体の４３．９％が補助金を受けている。
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区　　　分 市町村数 構成％

Ⅲ　コントラクター組織の育成・運営についての市町村アンケート（回答市町村数１７１）

区　　　分

①必要ある

②必要ない

合　　　計

市町村数 構成％
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20 11.7%

合同会社
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⑤その他 3 1.8%

合　　　計 171 100.0%

②十分とは言えないが、ある程度は整っている

③整っていない

④農業者がいないので必要ない
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22 12.9%

①十分整っている 16 9.4%
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（３）農業者を支援する組織に対する取組状況（１４５市町村回答）

（４）農業者を支援する組織の新設・拡充、維持するための具体的な取組の内容【複数回答可】

○農業者を支援する組織に対する取組内容では、６０市町村（４５．８％）がコントラクターの新設・拡充、維持を支援しているが、コントラクター以外の組織に対する支援も３８市町村（２９．０％）ある。

２．コントラクターに対する支援等

市町村が実施しているコントラクターに対する支援等は、前年（H２７）と比べて拡充等があるか【複数回答可】

○市町村のコントラクターに対する支援については、農作業機械導入・更新に係る助成の維持・拡充が３５市町村と一番多い。

３．地域農業者からの農作業委託ニーズについて

地域農業者からの農作業委託ニーズは、前年と比べてどう変化しているか（１４５市町村回答）

○市町村ではコントラクターに対するニーズが増減していない（４５市町村３１．０％）、または増えている（３６市町村２４．８％）という意見が多い。

○農業者を支援する組織に対する取組状況では、５７市町村（３９．３％）が組織の新設・拡充、維持するため、「現在取り組んでいる」または「今後積極的に取り組む」としている一方、
　７８市町村（５３．８％）は今のところ、具体的な対応を考えていない。

合　　　計

53 36.6%

145 100.0%

③前年と比べて、農作業受託ニーズは増減していない

④その他

45 31.0%

7 4.8%

②前年と比べて、農作業受託ニーズが減っている

市町村数 構成％

36 24.8%

4

⑦取組なし

合　　　計

⑤把握していない

91 91

240 1 1 1 243

2.8%

30

区　　　分

①農作業受託ニーズが増えている

1 12

1 31

11

⑤農業者周知・調整等

⑥その他

1 35

23 23

合　　　計 131 100.0%

区　　　分

①運営費助成

②農作業機械導入・更新に係る助成

③人材情報・斡旋

④技能向上研修等 25 25

維持 拡充 縮小 廃止 計

26 26

34

区　　　分 市町村数 構成％

①コントラクターの新設・拡充、維持の支援 60 45.8%

②コントラクター以外の組織の新設・拡充、維持を支援 38 29.0%

③その他 33 25.2%

合　　　計 145 100.0%

区　　　分 市町村数 構成％

①組織の新設・拡充、維持するため、現在取り組んでいる 29 20.0%

②組織の新設・拡充、維持するため、今後、積極的に取り組む 28 19.3%

③具体的な対応等は、現在、考えていない 78 53.8%

④取り組まない 5 3.4%

⑤その他 5 3.4%

5


